
２０２３年度版 募集要項 

大和商業高等専修学校 
総合ビジネス科（情報コース・福祉コース） 

技能連携校：科学技術学園高等学校 

 

〇入試区分等 

 

〇入試等の詳細 

１、 推薦入試について 

受験生本人による自己推薦（A 方式）と在学中学校校長の推薦が必要な学校長推薦（B 方式）の２種類あり

ます。A 方式は自己推薦確認書、B 方式は校長推薦書をそれぞれ中学校の先生に提出します。 

２種類とも本校のみを受験する場合（専願）の出願ですので、面接試験を重視した選考を行います。 

成績基準の設定はありません。 

なお、学校長推薦（B 方式）の場合は入学金￥２０万の全額免除があります。 

２、一般入試および追加入試について 

本校のみを受験する生徒（一般専願者）と、神奈川県内及び東京都内等の公立高等学校を併願する生徒 

（一般併願）が受験できます。調査書、筆記試験、面接試験で合否を判定します。内申 18/45 目安 

 

 

 

 

入試区分 
推薦入試 A 方式 

＜自己推薦＞ 

推薦入試 B 方式 

＜学校長推薦＞ 

一般入試 

＜専願・併願＞ 

追加入試 

＜専願＞ 

コ ー ス 総合ビジネス科 （２年次より情報ビジネスコースと福祉ビジネスコースに分かれます。） 

募集人数 １０名（男女） ４０名（男女） ３０名（男女） 若干名（男女） 

試 験 日  

 

10 月 8 日（土） 

 

① 10 月 15 日（土） 

② 11 月 19 日（土） 

③ 12 月 17 日（土） 

④  1 月 21 日（土） 

２月３日（金） 

２月４日（土） 

＜２日間実施＞ 

① ３月６日（月） 

② ３月７日（火） 

③ ３月８日（水） 

試験内容 面接 面接 筆記（国数英）・面接 筆記（国数英）・面接 

出願条件 

出願基準 

① 2023 年 3 月に中学校卒業見込みであること、または中学校卒業後１年以内の者。 

② 大和商業の教育方針に賛同し、校則を守る意思がある者。 

③ 大和商業の学校説明会に参加した者。 

④ 部活動に意欲的に取り組むことができる者。 

⑤ 四年制大学・短期大学への進路を考えている者。 

⑥ 資格取得や就職に前向きに取り組める者。       ※①②③必須 

⑦ 一般併願利用の場合は本校が定める成績基準を満たしている者。 



〇出願までの流れ 

１、学校説明会または学校見学会 

事前の予約が必要です。中学校の先生からの予約またはご本人及び保護者の方から直接の予

約も可能です。お電話または HP から専用受付フォームから予約可能です。受験をご希望の場

合は必ず個別相談を受けていただきます。 

２、受験日の確定 

受験生および保護者の方とご相談のうえで受験日を決めてください。 

A 方式利用の場合は自己推薦確認書への記入後に中学校の先生へ提出することになります。 

３、入試事前相談 

本校担当者と中学校の先生間で入試前の進路相談を行いますので進路相談用紙のご準備を

お願いします。ここで連携校である科学技術学園高校の入学願書と作文用紙をお渡ししますの

で、受験生へお渡しください。また、A 方式利用者が提出した自己推薦確認書をお預かりしま

す。 

４、推薦入試または一般入試への出願 

 

〇公的補助金制度適用校 

＜高等学校等就学支援金＞・・・国の補助金制度 

＜神奈川県私立高等学校等生徒学費補助金＞・・・県の補助金制度 

 

〇入学手続き納入金    

B 方式 学校長推薦の場合  ＜入学金全額免除＞ 

納入金内訳 入学時の納入金 

一括納入 

入学年次の授業料等の分割納入 

入学手続き時 中期分（７月） 後期分（１２月） 

大和商業 

高等専修学校 

入学金       ０ ０ ― ― 

授業料 ３９６，０００ １３２，０００ １３２，０００ １３２，０００ 

施設費 ６０，０００ ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００ 

実習費 ４８，０００ １６，０００ １６，０００ １６，０００ 

科学技術学園 

高等学校 

入学金 ９，０００ ９，０００ ― ― 

授業料 １０２，０００ １０２，０００ ― ― 

合  計 ６１５，０００ ２７９，０００ １６８，０００ １６８，０００ 

 

  ※ A 方式および一般入試・追加入試受験者の入学金免除はありません。 

※ 入学時納入方法は、一括または分割納入のいずれかとなります。 

  ※ 上記のほか、教科書代・制服・体操着・ＰＴＡ会費・生徒会費・修学旅行等の積立金・介護職員初任者研修費（２

年次福祉コースのみ）の諸費用が必要となります。 

  ※ 公的補助金利用により授業料全額免除措置あり。（但し保護者世帯年収による） 


